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　エネルギー資源の乏しいわが国においては、エ

ネルギーの安定供給、経済性、地球温暖化対策の

面で優れている原子力エネルギーを利用していく

ことが必要です。

　2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地

震に伴う大規模津波により、福島第一原子力発電

所で大きな事故が起きました。わが国では、この事

故を教訓として安全性向上を図るべく、新たに原子

力規制委員会を設立し、国際的にも厳しい新たな

原子力規制基準を定めました。

　今、原子力事業者＊は、原子力発電所を稼働する

ため、単に規制基準をクリアするにとどまらず、さら

なる安全性向上に向けた取り組みを進めています。

　そうした取り組みを紹介した本冊子が、皆さまの

ご理解に役立つことを願っています。

＊原子力事業者：本冊子においては、原子力発電所および再処理工場等を保有
　する事業者を「原子力事業者」と呼びます。

【国内編】
 第1回 ［2017年2月9日掲載］

たゆまぬ安全性向上とともに、
システム全体が分かる人材の育成を

豊松秀己氏
電気事業連合会原子力開発対策委員長

 第2回 ［2017年2月22日掲載］

自主規制組織として活動は第2ステージへ。
原子力規制委との新しい関係構築も視野に

松浦祥次郎氏
原子力安全推進協会理事長

 第3回 ［2017年3月6日掲載］

「リスク情報活用による意思決定」を
推進するため、ロードマップを明確化

G.アポストラキス氏
電力中央研究所原子力リスク研究センター所長

 第4回 ［2017年3月28日掲載］

産業界の主体的な取り組みを支援するために
安全目標の策定と国の支援を

山口 彰氏
東京大学大学院工学系研究科原子力専攻教授
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 第1回 ［2017年2月13日掲載］

〈寄稿〉米国における福島第一原子力発電所
事故以降の安全強化

A.R.ピエトランジェロ氏

前米国原子力エネルギー協会（NEI）上級副理事長
兼最高原子力責任者

 第2回 ［2017年2月27日掲載］

信頼される規制には、独立性の確保と
ステークホルダーとの対話が重要

R.A.サベジ氏
英国原子力規制庁（ONR）主任検査官

 第3回 ［2017年3月15日掲載］

〈寄稿〉3.11以降の原子力安全改善策

W.D.マグウッド氏 

経済協力開発機構／原子力機関（OECD/NEA）
事務局長

【海外編】
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「原子力発電の安全性向上」に関わっている国内外の方々に、
　取り組みの考え方や進め方について、お話を伺いました。

「原子力発電の安全性向上」の
　全体像について説明します。

【用語集】 35
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基 本 的 な 考 え 方

具体的な取り組み

リスクに向き合う1 6

備えを強くする2 8

人を育てる3 10

12連携を密にする4

4原子力発電の安全性向上に向けた取り組み

※Part2は、「原子力産業新聞」に掲載した
インタビューおよび寄稿を編集・再録しま
した（所属・役職は掲載時のものです）。
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日本初の商用原子炉・日本原子力発電
東海発電所運転開始

新規制基準施行後、初めて
九州電力川内原子力発電所1号機が起動

原子力規制委員会による新規制基準施行

原子力規制委員会発足

東北地方太平洋沖地震・津波発生

アメリカ同時多発テロ事件

原子力基本法制定

福島第一原子力発電所事故

ジェー・シー・オー（JCO）臨界事故＊1

日本初の発電用原子炉・JPDR＊2 が発電に成功

▲

3社12基が審査終了し、うち3社5基が稼働中
8社14基が審査中
　新規制基準施行後、5社6基が原子力事業者により
　廃炉決定（福島第一原子力発電所を除く）

チェルノブイリ事故
　旧ソ連（現ウクライナ）の
　チェルノブイリ原子力発電所4号機

スリーマイルアイランド事故
　米国ペンシルベニア州の
　スリーマイルアイランド（TMI）
　原子力発電所2号機

設計上の欠陥、運転員の規則違反、運転
管理の問題が重なり、燃料が破損し、炉
心が破壊。さらに黒鉛火災により放射性
物質が外部に放出した。

事故概要

教　訓INES：レベル7事故レベル
ヒューマンファクターに関
する問題がクローズアッ
プされ、原子力に関わる
全世界の関係者に「安全
文化」という考え方が徹底
されるようになった。

設計の不備や運転員の誤判断が重なり、
炉心の燃料が損傷し周辺に放射性物質
を放出する事故となった。

事故概要

教　訓INES：レベル5事故レベル
マンマシン・インターフ
ェースの重要性が認識さ
れ、制御室・監視制御盤・
装置の大幅な改良につな
がった。

福島第一原子力発電所事故など、過去に起き
たシビアアクシデント（過酷事故）からの教訓
を踏まえ、今、原子力事業者は安全性向上を
目的とした取り組みを進めています。
また、これらの取り組みについて、丁寧かつ継
続的に、透明性を持って皆さまにお伝えする
よう努めています。

基 本 的 な 考 え 方

具体的な取り組み

リスクに向き合う
リスクを正しく認識した上で、規制基準を遵守する
だけでなく、自主的な取り組みを行うことでリスクの
低減に努めることが大切です。

1

P6-7

備えを強くする
地震・津波といった自然災害やテロなどによる重大
事故を防ぐための備えを強化します。

2
P8-9

人を育てる
原子力発電に従事する人たちの知識・スキル・意識
を、さらにレベルアップします。

3
P10-11

連携を密にする
安全対策に取り組む国内外の関係機関との連携を
強化します。

4
P12-13

三陸沖の海底を震源とするマグニチュー
ド9.0の地震が発生。地震による津波で
電源が喪失し炉心を冷却できなくなり、
炉心溶融、放射性物質の放出につなが
った。

事故概要

教　訓事故レベル
津波からの防護、電源・注
水手段の確保、炉心損傷
後の影響緩和、プラントの
状況把握、復旧作業環境
の改善など具体的な教訓
を得た。

出典：原子力規制委員会（説明図のみ）

INES＊3：レベル7

●チェルノブイリ事故

●スリーマイルアイランド事故

●福島第一原子力発電所事故

原子力発電のたゆまぬ安全性向上に向けて4 5

＊1 JCO臨界事故：東海村・JCO社のウラン加工施設で発生した臨界事故。臨界
　　　　　　　　状態が20時間続き、放射線被ばくにより作業者2名が亡くなった。

＊2 JPDR：日本原子力研究所が東海村に建設した「動力試験炉」。英語名のJapan  
　　　　　Power Demonstration Reactorに由来。1976年に運転を終了した後、
　　　　　86年から96年にかけて解体され、廃炉に関する多くの知見が得られた。

＊3 INES：国際原子力機関（IAEA）と経済協力開発機構／原子力機関（OECD/
　　　　　NEA）が策定した、国際原子力事象評価尺度（International Nuclear
 　　　　 Event Scale）。原子力事故・故障のレベルを表し、レベル7が最も高い。
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規制基準の遵守と自主的な取り組みによる
リスクの低減
福島第一原子力発電所の事故により、あらためて原子力に潜在するリスクの大きさが分かりました。
リスクを正しく認識した上で、強化された国の規制基準を遵守するとともに
自主的な取り組みを行うことで、リスクの低減に努めています。

安全対策

リ
ス
ク

新規制基準によって強化　　 された安全対策

〈従来の規制基準〉

〈新規制基準〉

強化または
新設

強化

新設

（
シ
ビ
ア
ア
ク
シ
デ
ン
ト
対
策
）

（
テ
ロ
対
策
）

新設

自然現象に対する考慮
火災に対する考慮

電源の信頼性
その他の設備の性能

耐震・耐津波性能

意図的な航空機衝突への対応
放射性物質の拡散抑制対策

格納容器損傷防止対策
炉心損傷防止対策

（複数の機器の故障を想定）
内部溢水に対する考慮（新設）

自然現象に対する考慮
（火山・竜巻・森林火災を新設）

火災に対する考慮
電源の信頼性

その他の設備の性能
耐震・耐津波性能

福島第一原子力発電所の
事故を受け、右記の比較図
が示すように地震や津波へ
の対策の強化に加え、火山
や竜巻などの自然現象へ
の対策も新たに追加され
ています。さらに、「テロ対
策」や「シビアアクシデント
対策」も新設されました。

リスクは、国の規制基準の遵守と、
原子力事業者の自主的な取り組みによって低減していきます。

「決定論的評価」に加えて、「確率論的リスク評
価」を取り入れ、両者を統合的に活用してさらな
る安全性向上を目指します。

PRAでは、それぞれのシナリオごとに炉心が壊
れる確率を定量的に求めます。
これにより……
・発電所全体として、どの程度の確率が残ってい
　るのか

・安全上、どの機器やシステムの重要度が高い
　のか（あるいは相対的に脆弱なのか）
が把握できるため、炉心損傷につながる要因
を減らすための対策を効果的に行うことがで
きるようになります。

安全性のさらなる向上

●確率論的リスク評価（PRA）

事故のシナリオを何千通りも用意

防御策が次々に失敗することを網羅的に想定

失敗が重なって炉心が壊れる確率を算出

PRAには「レベル1」から「レベル3」まであります。

リスクをゼロにすることはできません。このことを認識しながら
安全性向上に取り組むことが大切です。

安全設計は、多重防護やフェールセーフといった考え方に基づいています。さらに、
これまでの運転・保守経験や最新の科学的知見を踏まえ、安全対策に取り組んできました。

〈安全対策の例〉
・異常検知装置の設置
・誤操作を防止するインターロックシステム
・地震に対する余裕のある安全設計
このような安全対策によって、東北地方太平洋沖地震が発生した際も、東北・関東地方の
太平洋沿岸に位置する原子力発電所は、制御棒が挿入され設計通りに停止しました。

福島第一原子力発電所事故以前の安全対策

「決定論的評価」により安全性を確認。

十分に保守性を持った評価を行うことによっ
て、災害の防止上支障がないレベルで安全性
が確保されていることを、確認するという考え
方です。

安全性の評価

●決定論的評価

事故の種類別に一番厳しいシナリオを想定

機器のどれか1つが故障していると仮定

それでも安全が確保されることを確認

1

2

事故の発端となる事象を、さまざまな
ケースで想定する必要があります。
●機器の故障、ヒューマンエラー
●火災、溢水
●自然事象（地震、津波ほか）

レベル1 PRA
炉心の損傷

レベル3 PRA
周辺公衆の被ばく

レベル2 PRA
格納容器機能喪失
放射性物質の放出

国の規制基準に加えて、原子力事業者は安全性を向上させるための自主的な活動に
取り組んでいます。

・自主規制組織・JANSI、リスクの中核的研究拠点・NRRCと連携した安全性の向上＊

・組織間の相互協力協定
・美浜原子力緊急事態支援センターの設置
・海外の事業者との協力（海外に学ぶ）
などがあります。
＊JANSIは12、17ページ、NRRCは12、20ページを、それぞれご参照ください。

規制基準の枠を超えた自主的な取り組み3
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地震や津波など、自然災害への備え
福島第一原子力発電所の事故を教訓として、地震や津波に対する想定をより厳しく見直し、
耐震性を高める補強工事や浸水防止対策などに取り組んでいます。

重大な事故の発生を想定した備え
重大な事故の発生・進展を防ぐ対策はもとより、仮に事故が起きたとしても、

「どう事故影響を少なくするか」「どう復旧するか」までを含めた総合的な対応策に取り組んでいます。

テロなどへの備え
テロや航空機落下などの事態
においても、中央制御室から
離れた場所で対応できるよう、 
緊急時制御室（特定重大事故
等対処施設）などの設置に取
り組んでいます。

サポート改造工事（中部電力浜岡原子力発電所） 水密扉（中部電力浜岡原子力発電所）

竜巻による飛来物から海水ピットポンプ室を守る防護壁（四国電力伊方発電所）

防波壁（中部電力浜岡原子力発電所）

電源の増設
発電所内の常設の非常用
電源が機能しなくなる事態
を想定し、蓄電池を増設し
たり移動可能な高圧発電機
車を複数配備しています。

（北海道電力泊発電所の蓄電池）

水源の多様化
冷却機能を確保するために
代替用のポンプを設置した
り、水源の多様化を図るな
どしています（タンク、河川、
貯水池、海など）。

（中部電力浜岡原子力発電所の送水車）

出典：電気事業連合会

出典：原子力規制委員会資料を基に作成

安全性向上対策の例を図で示すと……
Before

Before

After

After

耐震強化

防護壁設置

地中壁
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教育・訓練を通じた人材育成
原子力事業者は、さまざまな教育プログラムや実地訓練を通じ、安全確保や防災対策に取り組む
人材の知識・スキル・意識のさらなる向上に努めています。そのいくつかの事例を紹介します。

重大な事故の発生を想定し強化した教育・訓練

従来からの実施内容をさらに強化した教育・訓練

総合防災訓練
重大事故が発生したという想定の下、緊急時対策本部を設置し、国や自治体への通報・連絡など
さまざまな場合に対応した総合防災訓練を行っている（中国電力島根原子力発電所）

失敗に学ぶ
「車座の間」での技術伝承を通じ、過去の失敗を教訓としたリスクへ

の意識向上を目指している（中部電力浜岡原子力発電所）

可搬式代替低圧注水ポンプ設置訓練
放射性物質が放出され、全交流電源が喪失した事態を想定し、
可搬型設備を用いた注水作業の訓練を実施している（関西電力大飯発電所）

がれき撤去訓練
自然災害によりがれきが散乱したことを想定し、重機を操作
して道路を通行可能にする訓練を実施している

（日本原子力発電東海第二発電所）

電源喪失時運転操作訓練
所内すべての交流電源が喪失する事態を想定した訓練で、薄暗い照明の下、
運転操作を試みる（四国電力原子力保安研修所）

専属消防隊による消火訓練
大規模な火災に対処すべく専属消防隊による消火
訓練を実施している（北海道電力）

教育用シミュレーター
研修施設に設けられた教育用シミュレーターにより、発電所構造や
安全系設備について理解させる講習会を行っている

（日本原子力発電東海総合研修センター）

保修員教育
若手とベテラン社員の組合わせで、保守管理に必要
な実技教育を実施している

（日本原子力発電敦賀総合研修センター） 夜間・吹雪時の参集訓練
夜間のみならず、積雪など、冬季の過酷な気象条件下でも
適切な事故対応ができるよう発電所への参集訓練を実施し
ている（北海道電力泊発電所）
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共通のゴールを目指した連携
「安全性の向上」は、原子力事業者だけの取り組みで達成できる課題ではありません。

すべての関係者がこの「共通のゴール」を目指し、国内外の機関・組織との
連携強化に努めています。

原子力事業者と国内外機関・組織との連携

原子力事業者間の連携
原子力事業者12社間（電力9社・日本原燃・日本原子力発電・電源開発）で、原子力災害が発生した場合に備え、

「緊急時モニタリング」や「避難退域時検査」などについて協定が結ばれています。

連携に基づく協働　美浜原子力緊急事態支援センター

国内では初めて、原子力災害発生時に緊急出動隊を編成し、災害に対処する拠点施設ができました。
緊急事態が発生した場合は、原子力事業者が協働で対処します。平常時には、各種ロボットなどの操作訓練を実施しています。

本冊子のPart2では、上の図の中から、
❶原子力事業者（電気事業連合会）
❷原子力安全推進協会（JANSI）
❸原子力リスク研究センター（NRRC）
❹大学・学協会・研究機関
❺ 米国原子力エネルギー協会（NEI）
❻英国原子力規制庁（ONR）
❼経済協力開発機構／原子力機関（OECD/NEA）の
皆さんの声を紹介しています。

●IAEA：国際原子力機関
●OECD/NEA：経済協力開発機構／原子力機関
●WANO：世界原子力発電事業者協会
●NRC：米国原子力規制委員会

小型ロボット 中型ロボット 無線ヘリコプター 無線重機

資機材を空輸するためのヘリポート
●INPO：原子力発電運転協会
●NEI：米国原子力エネルギー協会
●EPRI：米国電力研究所
●ONR：英国原子力規制庁

自主的取り組み①

自主的取り組み②

センター内では、さまざまな訓練が実施され
ている

加圧水型原子力発電所（PWR）を
保有する電力会社の技術協力協定

（北海道・関西・四国・九州）

オンサイト
美浜原子力緊急事態

支援センター

オフサイト
原子力事業者間協力協定

（12社：電力9社、原燃、原電、電発）

北海道・東北の相互協力協定

青森県内原子力事業者間の
相互協力協定

（東北・東京・電発・原燃・RFS）

東京・東北の相互協力協定

中部・東京・北陸の
相互技術協力協定

西日本5社相互協力協定
（北陸・関西・中国・四国・九州）

出典：電気事業連合会

ヘリポート

調整池

調整池

事務所棟

屋外訓練フィールド

資機材保管庫・車庫棟

予備屋外訓練フィールド

美浜原子力緊急事態支援センター全景（福井県美浜町）
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1【国内編】

新規制基準への適合にとどまらず、より高い安全性の確
保と社会からの信頼回復を目指し、たゆまぬ努力を続け
ている電気事業者。こうした取り組みについて、電気事業
連合会原子力開発対策委員長（関西電力副社長）の豊

松秀己氏にお話を伺いました。

　私たち事業者は、津波によって全電源が失われた事態
を深刻に受け止め、直ちに浸水対策や電源・水源の確保な
どに取り組みました。新規制基準の施行後は、事故前には
想定していなかった竜巻などの大規模な自然災害も想定
し、同様の事故を二度と起こさない、そして万が一事故が
発生した場合にも備え、ハード・ソフトの両面で対策を徹底
的に強化しています。その結果、基本的に炉心溶融は起こ
らないと考えていますが、仮に起きても、格納容器はしっか
り守られ、放射性物質の放出は極めて小さく抑えられるよう
になっています。
　新規制基準では、「セシウム137の放出量が100テラベク
レルを下回っていることを確認する」としていますが、例え
ば、審査をクリアした関西電力・高浜3、4号機の場合、極め

たゆまぬ安全性向上とともに、
システム全体が分かる人材の育成を

電気事業連合会原子力開発対策委員長
京都大学大学院工学研究科修士課程原子核工
学専攻修了。1978年関西電力株式会社入社。2003
年支配人 原子力事業本部副事業本部長を経て、
09年常務取締役 原子力本部長代理に就任。11年
代表取締役副社長 原子力事業本部長、13年より
代表取締役副社長執行役員 原子力事業本部長
を務める。11年より電気事業連合会現職。

豊松秀己氏
電気事業連合会原子力開発対策委員長

［2017年2月9日掲載］

P r o f i l e

Hideki Toyomatsu
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事故直後の対応から
自主的・継続的な安全性向上活動へ

事故直後、事業者が取った安全対策とは？

て厳しい事故シーケンスを想定しても放出量は約4.2テラベ
クレルと評価しています。これは、福島第一原子力発電所
事故による放出量のおよそ1万分の1で、環境への影響を
小さくとどめることができます。

　新規制基準はクリアすべき「最低限のレベル」であり、実
際に再稼働を行うとなると、地元の方々や国民の皆さまの
理解を得るため、事業者が「不断に安全性向上に努める」
ことが必須です。その一環として、万が一、原子力災害が
発生した際、事業者として迅速に多様かつ高度な支援を
行うための施設「美浜原子力緊急事態支援センター」を設

置（2016年12月17日、福井県美浜町で本格運用開始）。加
えて、万一の際に住民の方々が円滑に避難できるよう、バス
や福祉車両などの輸送手段の確保、サーベイメーターなど
の放射線防護資機材の提供といった支援活動を行うこと
にしています。これらは法的要請事項ではなく、自主的な取
り組みです。
　さらに、全国共通の取り組みとして、原子力安全推進協会

（JANSI）や世界原子力発電事業者協会（WANO）との
連携活動があります。JANSIとWANOが相互に連携した
ピアレビューは、事業者が継続的に安全性向上に取り組む
上で極めて重要です。併せて、リスク情報活用のための体
制や手法を定着させるため、米国原子力規制委員会の元
委員で、確率論を活用したリスク評価手法（PRA）分野の
権威であるジョージ・アポストラキス氏を所長に迎え、電力中
央研究所に新たに「原子力リスク研究センター（NRRC）」
を設立しました。

　原子力事業の予見性が低下しており、人材面への影響
が深刻です。立地地域についても、原子力に対する思いが
徐々に薄れていくのではないかと危惧しています。そういう
意味でも、早急に再稼働する必要があると思います。
　2016年末時点で、再稼働したプラントは5基（九州電
力・川内1、2号機、関西電力・高浜3、4号機、四国電力・伊
方3号機）で、この他5基（関西電力・美浜3号機、高浜1、2
号機、九州電力・玄海3、4号機）が新規制基準をクリア＊。
2017年、九州電力・玄海3、4号機、関西電力・大飯3、4号機
が動き出せば、累計9基のプラントが再稼働したことになりま
すが、いずれもPWR（加圧水型原子炉）で、今後は、BWR

（沸騰水型原子炉）の審査の進展も必要です。
　そのためには、規制側と事業者側とのコミュニケーション
が重要。これまでも、事業者のトップと原子力規制委員会は、
審査とは別に、意見交換を行ってきました。加えて、電気事
業連合会としても、40年超運転に関する延長認可審査の考
え方などについて意見交換する機会をいただきました。今後
も、BWRの審査遅延やバックフィット基準の明確化などを議
題に、実務的なディスカッションができればと考えています。

　原子力規制委員会では、新しい検査制度として、米国で

再稼働の進捗状況と審査進展に必要なこと

再稼働がなかなか進まない状況を
どうお考えですか？

規制委員会での検査制度見直しの議論とは？

新規制基準を超えた安全性向上活動とは？

小型ロボット

小型無線重機

中型ロボット

大型無線重機

無線ヘリコプター

ワゴン車

大型トラック

中型トラック

2台

1台

2台

2台

6台

2台

1台

9台

屋内外の情報収集（放射線量の測定を含む）
屋内障害物除去等

高所からの情報収集（放射線量の測定を含む）

要員、軽資材輸送

重機搬送

屋内外の障害物除去
機材運搬等

ロボット搬送、ロボット・重機コントロール、
指令センター、電源搬送等

〈主な資機材〉

遠隔操作資機材

輸送用車両

2016年12月17日

21名

電気事業連合会、日本原子力発電（株）

福井県三方郡美浜町

約26,000㎡

施　設 用　途 仕　様

鉄筋コンクリート造2階建
延床面積：約2,000㎡

　　　　　約6,000㎡

鉄骨造1階建
延床面積：約1,600㎡

屋外訓練棟
フィールド：約2,600㎡
予備屋外訓練
フィールド：約5,500㎡

計　　　　約8,100㎡

ロボット走行室、
操作室、会議室、
執務室等

ロボットを輸送可能な
ヘリコプターの離着陸

ロボット資機材、
搬送車両等の保管庫、
非常用発電機室等

無線重機、
無線ヘリコプター等の
訓練

事務所棟

資機材保管庫・
車庫棟

屋外訓練
フィールド

ヘリポート

■美浜原子力緊急事態支援センターの概要

要員数

本格運用開始日

運営主体

所在地

敷地面積

施設概要

＊2017年5月24日に関西電力大飯3、4号機が新規制基準をクリアし計7基となった。



替えなどを行っていきます。

　40年を超えて原子力プラントを運転することは日本でも
初めてなので、立地地域の皆さまには不安や心配もある
でしょう。関西電力では、運転延長認可後に福井県北部・
嶺北地域にお住まいの女性の方々を主な対象に、原子
力発電所を見ていただく公募型見学会を8回開催しました

（2016年末時点）。「モノを見ていただき、直接説明する」
ことで、住民の方々の不安が少しでも解消できればと考え
て実施したもので、こうした「草の根活動」は極めて大事な
取り組みだと感じています。

　やはり、一番大事なのは「事故を風化させない」こと。そ
のためには安全文化を継続的に改善していくことが重要
で、毎年度評価を実施し、さらに改善に努めるというPDCA
を回す活動を続けてきました。評価には、社員や協力会社
に実施したアンケート結果や対話活動の状況なども指標の
1つとして活用しています。
　福島第一原子力発電所事故の発生を受け、2004年の美
浜3号機事故を原点としながら、もう一度、原子力発電の持
つリスクを再認識し、安全性をたゆまず向上させていくこと
を目的に、2014年8月に「原子力発電の安全性向上への決
意」という社達を制定しました。決意を明文化し、安全性向
上に向けた取り組みの充実に取り組んでいます。

　福島の教訓から、個々の技術を理解することも重要です
が、「システム全体を把握し、その中で『何が起こっている
か』が分かる人」が極めて重要だと思っています。そういう
人が指揮官になるか、上層部に進言できるようになれば、事
故発生時の事故収束はもちろん、平時における安全対策
でも、全体を見ながら指揮が執れます。例えば、すべての設
備に触れる必要がある「運転」の経験者なら、システム全体
をかなり理解していると思います。関西電力では、適性のあ
る人材を選び、人事ローテーションでいろいろな経験を積ま
せ、専門性を深めながら、海外の方とのディスカッションも通
じて視野を広げてもらうといった育成キャリアパスを継続的
に進めています。

1716 原子力発電のたゆまぬ安全性向上に向けて

実績のある原子炉監督プロセス（ROP）を雛形とした、より
効率的かつ効果的な検査を目指しています。ROP制度の
導入は、安全重要度が高いと評価された事案について深
堀りし、潜在的なリスクの軽重に着目した発電所の規制や
運営につながると考えています。こうした新制度の検討に
当たっては、規制側と事業者側の継続したコミュニケーショ
ンが大切です。

　2015年策定の「長期エネルギー需給見通し」では、2030
年度の総発電電力量に占める原子力の比率を「20〜22
％」としています。この基本的視点として、まずエネルギーセ
キュリティー。仮にホルムズ海峡が封鎖されると、直ちにエネ
ルギー供給に影響が及ぶという非常に大きな問題を抱えて
います。2つ目は経済性で、再稼働が進まないため、関西電
力では2回の電気料金値上げにつながっています。そして、
3つ目はエネルギー起源のCO2排出量削減で、気候変動対
策の国際公約を果たすためにも重要です。「原子力発電
所を動かした方がいいのか？」という議論となると、「動かさ
ない方がいい」という意見も多いのですが、これら3つの視
点を踏まえ日本の将来を考える議論をすれば、国民の皆さ
まにもご理解いただけるのではないでしょうか。
　この「20〜22％」という数字を達成するには、第一に再稼
働が不可欠ですが、廃炉になるプラントも出てくるので、40
年運転の原則に縛られてはとても達成できません。従って、
2つ目に40年超運転を行うことが必要で、3つ目がリプレイス
となります。
　60年までの運転期間延長審査をクリアした美浜3号機、
高浜1、2号機の3基は、これまで長期運転を想定して保守
管理活動を継続的に行い、予防保全の観点から大型機器
の取り替えも計画的に行ってきました。その上で、運転期間
の延長に際しては、安全上重要な設備に対して劣化を想
定した評価を行うとともに、取り替え困難な機器などに対す
る詳細な特別点検を実施し、改めて60年の運転について
安全性を十分に維持できることを確認しています。
　さらに、安全性については、最新プラントと同一の設計基
準に適合することを確認するとともに、最新の設備改造や
安全性向上対策を実施していきます。具体的には、高浜1、
2号機では、原子炉格納容器上部に鉄筋コンクリート製のド
ーム状の遮へいを設置する他、非難燃ケーブルに対する
火災防護対策を、美浜3号機では炉内構造物や使用済み
燃料ピットラックの取り替えや最新の中央制御盤への取り

高経年炉を再稼働する必要性と
安全性向上のための対策

高経年炉を再稼働する意義は？

今後の課題は、安全文化の醸成と人材育成

美浜3号機事故を原点とした関西電力の取り組みは？

高経年炉の再稼働に対する慎重論には？

人材育成の必要性を強調されていますが…

2【国内編】

自主的な安全性向上に向け、事業者との密接なコミュニ
ケーションを通して実績と経験を積み重ねながら、原子
力産業界を牽引している原子力安全推進協会（JANSI）。
同協会の松浦祥次郎理事長に、これまでの活動と今後
の取り組みについて伺いました。

　JANSIは、福島第一原子力発電所事故の反省に立ち、
二度とこのような事故を起こさないという原子力産業界全
体の認識の下に設立されました。
　事故以前の安全確保の考え方は、規制当局の要求に応
じることが基本であり、これにしっかり対応していれば安全
は一応確保できる、そうした認識が強かったと思います。し
かし事故後、規制要求に応えるだけでは安全確保は十分
にできないとの反省から、自主的な安全性向上の必要性が
強く認識されたのです。
　では、規制要求に対して事業者はさらに何をすべきか、
特に原子力が持つ特有のリスクを考えたときにどうしていく
べきか？ それが、いわば自主的な安全性向上の主眼であ
り、そのための具体的な活動を引っ張っていく自主規制組

自主規制組織として活動は第2ステージへ。
原子力規制委との新しい関係構築も視野に

一般社団法人原子力安全推進協会 理事長
京都大学大学院工学研究科原子核工学修士課
程修了。1961年日本原子力研究所入所。2000〜06
年原子力安全委員会委員長を務める。12年一般
社団法人原子力安全推進協会代表に就任、13〜
15年日本原子力研究開発機構理事長を務め、16年
より現職。

P r o f i l e

Shojiro Matsuura

原子力安全推進協会（JANSI）の活動と役割

JANSI設立の経緯は？

松浦祥次郎氏
原子力安全推進協会理事長

［2017年2月22日掲載］
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織としてJANSIが設立されたわけです。
　JANSIの前身である日本原子力技術協会（JANTI）
は、原子力発電所のトラブルなどをオーバーサイト（監視）
し、安全性向上を図るために活動していた組織です。
JANSIはこれを母体に、米国の原子力発電運転協会

（INPO）が実施していた先進的な取り組みをモデルに、新
たな組織として改編されスタートしています。現在もINPO
の活動を参考としており、協力関係にあります。

　JANSI設立当時の原子力産業の重要課題は、いかに
円滑に原子力発電所の再稼働を進めるか、ということでし
た。安全を確認した上で、原子力発電を活用していくこと
が、日本全体としても重要な課題となっていました。そのた
めにも、原子力規制委員会の新規制基準を満たし、ハード・
ソフトの両面でしっかり対応することが重要でした。しかし、
それは電気事業者の役割です。
　JANSIに求められるものは何か？ それは、再稼働後の運
転の安全確保への取り組みです。これを基本的な課題と
し、設立当初の5カ年計画を策定しました。これが、いわば
JANSIの第1ステージです。
　そして、一昨年、JANSIの活動の進展について、INPO
から自主規制組織としてどうあるべきか評価を受け、そこ
でいくつかの建設的な指摘が示されました。その結果、
JANSIは事業者とのコミュニケーションを一層活発にして、
安全性向上の強化につなげるべきとの認識に至ったので
す。これを踏まえ、昨年7月まで時間をかけて問題点を洗い
出し、対応策をまとめました。
　具体的には、セーフティーフォーカス、リーダーシップ、オー
バーサイト、ガバナンスの観点から自主規制組織の理念を
再構築し、組織全般の構造と機能の抜本的改善を行って

います。特に、職員各自と組織全体の活動に明確な目標を
示すため、「JANSIの活動規範」と「自主規制組織として
JANSIが目指す姿」を制定。今後の活動達成目標と基準
を明確に示しました。
　私たちが今、向き合う最も重要な課題は、INPOの評価
でも強調されていましたが、原子力発電所が円滑に再稼
働し、安全で安定した運転が保たれることです。そのため
にも、JANSIの力が発揮されねばなりません。さらに、このた
び改定した「5カ年計画 2016-2020」に基づき第2ステージ
の活動を進めているところです。

　前身のJANTIでは、当時の状況を踏まえ、原子力産業
界からのさまざまなニーズに柔軟に対応できるよう、組織は

各部門が並列するフラットな形にしていました。
　一方、JANSIでは、安全性向上に向けて進めるべき事
業をより重点化し、発電所の円滑な再稼働と安全で安定し
た運転の確保といった使命を効果的に遂行するため、ミッ
ション・オリエンテッドな組織としています。また、ピアレビュー
の実施や安全性向上策の提案、基盤的支援活動といった
JANSIの柱となる3事業をベースとした組織構造とし、ガバ
ナンスの強化を図っていることも挙げられます。
　さらに、INPOとの比較でいえば、INPOは豊富な人材を
擁していますが、JANSIは限られた人的資源を効率的に
運用し1つ1つ成果を上げていく方針です。もちろん、原子
力産業界の状況変化に柔軟に対応し、今後とも適宜、組織
を見直していくことを考えています。

　自主規制組織JANSIに対する認識と期待は、事業者
の間でも高まっていると考えています。この1月、電気事業
連合会の勝野哲会長（中部電力社長）がJANSIに来られ
ました。その際、自主規制組織の重要性に対する認識や
JANSIという組織のあり方に対する期待感を、職員を前に
はっきり表明されました。とても印象深く、意義深いことだっ
たと思っています。

　JANSIの柱となる3事業のうち、ピアレビューは、日本の原
子力産業界が原子力安全のエクセレンスを追求していくた
めの重要な活動です。その意義は、レビューチームと発電
所が協働して、自らでは見つけにくいエクセレンスとのギャッ
プを見いだし、発電所が自らそれを解消し、原子力施設の
安全性・信頼性をさらに向上させていくことです。
　ピアは文字通り“仲間”という意味ですが、評価者と発電
所のカウンターパートが、原子力に携わるプロフェッショナル
同士として信頼関係を築き、現場観察と妥協のない真剣な
コミュニケーションを行うことが重要です。現在は、JANSIと
日本の事業者からの評価者だけでなく、WANOからのメン
バーも加えて実施しています。
　ピアレビューを最初に実施したのは、米国スリーマイル島
原子力発電所（TMI）の事故を受け発足したINPOでし
た。そして、チェルノブイリ事故の際、このピアレビューを世

界的に実施すべきとの認識から、INPOの活動を参考に
WANOが設立されたという経緯があります。

　INPOもWANOも自身の活動については公表していま
せん。現場と密接に事実確認や議論をするため、そして、
安全性向上を第一として成果を上げるためには、すべてを
公表することは必ずしも良い効果を生まないと、これまでの
経験から学んでいるからです。
　JANSIはWANO東京センターの一員であり、WANOの
原則を守るべき立場にもあります。ですから、JANSIの活動
を通じて得られた成果は、事業者自身が公表すべきかどう
か判断し、対応していくのが適切だと考えています。
　ただ、「JANSIの活動がもう少し見えるように工夫したら
どうか」とのご意見を、組織の内外からいただいていること
も事実です。JANSIの特性を損なわない範囲で、1つ1つ
確認しながら、活動の紹介などを行っていきたいと考えてい
るところです。

　米国では、原子力規制委員会（NRC）とINPOが、相互
補完的な関係で安全性向上に取り組んでいます。両者は
協定に基づき情報交換を活発に進めるとともに、NRC委員
長とINPOのCEOは頻繁に会い、コミュニケーションを図っ
ているのです。
　NRCは原子炉監視プロセス（ROP）の仕組みの中で、コ
ンプライアンスの観点から各発電所の安全性をランク付け
し、問題のある発電所はかなり厳しく検査するなど、合理的
な検査制度を運用しています。一方、INPOではピアレビュ
ーを実施し、パフォーマンス指標（PI）と併せて発電所の安
全性を評価。パフォーマンス重視の立場から、事業者の自
主的な安全性向上の取り組みを促していますが、その評
価結果は公表しません。しかし、両者は互いの活動の適正
さを評価し合っています。
　日本においても、NRAとJANSIの関係を、米国のNRCと
INPOに近い形で具体化することが良いのではないかと考
えています。JANSIではこうした関係作りに向けてNRAと
も意見交換を行っており、今後、着実に進展していくことを
期待しています。

約
６
カ
月
間

ピアレビューチーム

チームリーダー

10分野（基本）にグループ分け

技術支援 火災防護

化学 放射線防護

保修 教育・訓練

運転 緊急時対応

組織・管理体制 運転経験

各分野レビュワー

総括代表

CEO会議
（事業者社長間で結果共有）

最終会議
（当該社長への結果報告）約1カ月後

連絡代表者を窓口とした支援

改善計画の確認

JANSI内評価会議

現場レビュー（約2週間）

事前分析ほか

JANSIレビュワー

レビュワー構成（約30名）

国内電力レビュワー

WANOレビュワー

WANO：世界原子力発電事業者協会

JANSIは、日本の原子力産業界における世界最高水準の安全
性の追求（～たゆまぬエクセレンスの追求～）を確実なもの
とするため、原子力事業者の自主的継続的安全性向上活動
を牽引する。

ミッション
（経営理念）

JANSIは、原子力産業界の原子力安全確保における自主規制
組織として、自らを高め、原子力安全における基準となるエク
セレンスを明確化し、事業者にエクセレンス追求を求めてい
る。また、原子力施設評価を通じてエクセレンスとのギャップ
を同定し、必要な支援活動を実行している。

ビジョン
（経営理念達成のための未来図）

■ピアレビューの概要

■原子力安全推進協会の経営理念とビジョン

出典：原子力安全推進協会パンフレット

連携と情報発信のあり方

世界原子力発電事業者協会（WANO）などとの
連携強化はどうでしょう？

国の規制を預かる原子力規制委員会
（NRA）との関係

第2ステージに向けた組織改正、
その狙いをもう少し詳しく教えてください。

これまでのJANSIの活動に対し、
事業者からの反応はいかがですか？

JANSIの活動の意義や効果を、
社会にどう発信していくべきでしょう？

これまでの活動内容は、どのようなものでしたか？

出典：原子力安全推進協会パンフレット
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3【国内編】 

2014年10月、電力中央研究所（電中研）に原子力リスク
研究センター（NRRC）が設立されました。当センターの
目的は、原子力施設の安全性向上に不可欠な「リスク評
価手法の高度化」に対する支援で、既に産業界との密接
な連携の下、重要なプロジェクトが始動しています。今回
は、ジョージ・アポストラキス所長に、これまでの活動状況
と今後の取り組みについてお聞きしました。

　まず直面したのは、電中研内のカルチャーの問題です。
優秀な研究者がそろっていますが、全体を包括するビジョ
ンに照らして「なぜその研究をするのか」「研究成果をどの
ように使うのか」という視点が少し弱かったように思いまし
た。そこで私がまず力を入れたのが、確率論的なリスク評
価の視点から、自分の研究がどう貢献でき、いかに活用さ
れるかを考える文化の醸成です。
　もちろん、組織の文化や風土を変えるのは難しい。それ
は社会においても同じだと思いますが、幸い所内からは非
常に良いレスポンスを得ています。皆、新しいやり方に適応
しようと努力しており、手ごたえを感じています。それと、産

「リスク情報活用による意思決定」を推進するため、
ロードマップを明確化

一般財団法人電力中央研究所 
原子力リスク研究センター所長
カリフォルニア工科大学工学・応用数学博士課程修
了。カリフォルニア大学ロサンゼルス校やマサチュー
セッツ工科大学で教鞭を執り、1995～2010年米国
原子力規制委員会 原子炉安全諮問委員会委員、
10～14年米国原子力規制委員会委員を歴任。10
年から現在までマサチューセッツ工科大学名誉教
授を務める。

確率論的リスク評価（PRA）、リスク情報を活用した意思決定、
リスクコミュニケーションの最新手法を開発し用いることで、
原子力事業者及び原子力産業界を支援し、原子力施設の安
全性をたゆまず向上させる。

ミッション

PRA手法及びリスクマネジメント手法の国際的な中核的研究
拠点（センター・オブ・エクセレンス）となり、それによって、あ
らゆる利害関係者から信頼を得る。

ビジョン

P r o f i l e

George Apostolakis

原子力リスク研究センター（NRRC）の活動内容

センター所長着任当時の印象は？

業界からもしっかりと支援をいただいているので、その点で
もうれしく思っています。

　四国電力の伊方発電所3号機、東京電力の柏崎刈羽
原子力発電所6、7号機の確率論的リスク評価（PRA）を、
国際的な水準に引き上げていくためのプログラムを実施し
ています。
　例えば、伊方3号機の地震ハザード評価プログラム

（SSHAC＝地震ハザード解析専門委員会）。このプロジェ
クトは大がかりで相応のコストもかかりますが、日本全国か
ら多くの地震ハザードや地震動の専門家が集結し、2年以
上継続して実施するものです。これは、四国電力が私たち
の提言を受け入れたプロジェクトであり、大変意義のあるこ
とと心強く思っています。つまり、産業界がリスク情報活用に
よる意思決定を実施しようと、真剣に考えていることを表明
した好例だからです。
　日本では、地震リスクの評価が重要課題であることがプ
ロジェクト推進の一因ですが、竜巻や断層変位などを対象
にしたPRAの研究開発も進めているところです。

　形になった成果物は2つあります。1つは人間信頼性分
析に関するガイドの作成。これは、電気事業者がPRAを実
施する際のガイドで、現在使い始めてもらっているので、近
いうちに使い勝手などのフィードバックを得たいと考えてい
ます。
　もう1つは、米国におけるリスク情報の活用状況をまとめ
た白書。この2年あまりに行った、産業界の経営トップらとの
対話がヒントになりました。というのも、これまでに米国でリ
スク情報が意思決定にどう活用されたのかをご存じない

方がいらしたからです。この白書はそうした方々の理解向
上を目的とし、米国での歴史、ならびに原子力規制委員会

（NRC）と電気事業者がどのような案件に取り組んできた
のかを、成功事例とともに失敗事例も含めて紹介していま
す。現在、完成に向けて最終段階のレビューを進めている
ところです。＊

　また、地震PRAと同様に重要課題である火災PRAの
検討も進めていて、報告書をまとめる予定です。米国では、
NRCと産業界が共同で報告書をまとめましたが、残念な
がら、実際の現場での問題解決にあまり役に立っていませ
ん。これまでの議論点をクリアするなど内容を最新版にし、
日本での火災防護の現状を反映したいと考えています。

　経験豊かな専門家10名から成り、事業者からも6名参画
しています。この専門家チームでリスク情報活用をいかに
進めるかを戦略的に考えてもらい、近い将来、ロードマップ
の形にまとめます。日本において、産業界はもちろん規制当
局でもリスク情報が日々 当たり前に活用される状況になるよ
う、このロードマップを活用してほしいと考えています。

　日本でも米国の原子炉監視プロセス（ROP）のように、リ
スク情報を活用した合理的な検査制度をつくる方向である
と聞いて少し驚きました。というのも、日本ではベースになる
インフラが十分整っていないからです。その半面、こうした
動きによりRIDMが一般化する契機となればとの期待もあり
ます。
　その際、問われるのは、どう進めれば既存の体制に悪影
響を及ぼさず、かつ体系的にリスク情報を活用できるように
なるかです。進め方が特に重要だと考え、ロードマップを明
確にすることにしました。ロードマップがあれば、どう進めれば
いいか皆が理解でき、どこがマイルストーン（節目）になるの
か分かるからです。また、どのタイミングで産業界と規制当局
が協力すればいいかが明確になることにも期待しています。

　もちろん、産業界側であるNRRCが設置したRIDM推進
チームが、原子力規制委員会（NRA）に何か指図できる立出典：電中研ホームページより作成

具体的な活動は？

これまでの成果は？

リスク情報活用による意思決定（RIDM）
推進チームへの期待

RIDM推進チームとは、どのような組織ですか？

■NRRCの組織理念

進め方のポイントは？

RIDM推進チームと原子力規制委員会の関係は？

G.アポストラキス氏
電力中央研究所原子力リスク研究センター所長

［2017年3月6日掲載］

＊2017年5月29日付でNRRCウェブサイトに資料掲載。
資料名：リスク情報を活用した意思決定：米国の経験に関する調査
http://criepi.denken.or.jp/jp/nrrc/index.html
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場にはありません。実際、
原子力産業界では、大き
な変更をする場合には
規制当局の同意を得る
必要があります。ただ願
わくば、規制当局と討議
し納得を得た上で、この
ロードマップが規制当局
との共同提案にできればと考えています。
　それから、さらに大きな課題として「安全目標の定量化」
があります。日本で安全目標を扱う場合には、どういう形に
すべきか、いつごろから取りかかるべきか、今後の課題とし
て考えていく必要があります。

　日本の産業界の中に「規則さえ遵守していればOK」とい
う文化があるように感じました。これは大きな問題で、「当局
が定めた規則に従っていれば、その後の責任はない」とい
う考えにつながる可能性があるからです。つまり、「安全確
保の一義的な責任は事業者が持つべき」という一般的な
考えに相反します。米国でPRAを30〜40年実施して分か
ったのは、必ずしも従来の規制は完璧ではないということで
す。例えば、安全確保の上でヒューマンパフォーマンス（人
間の振る舞い）が重要な要素であること。今では周知のこと
ですが、PRAが出てくるまで人間の振る舞いはあまり注目さ
れていませんでした。産業界も規制当局も、一定のルールを
守るだけでは十分ではないということを認識すべきでしょう。

　継続的な安全性向上への取り組みが進んでいますが、2
つの理由から非常に良いと思っています。
　1つは、継続的に取り組んでいくと明言していること。これ
は、「事業者が一義的な責任を負う」という意思表明に他な
りません。それは同時に、規則遵守文化から自らを解き放つ
ことでもあります。もちろん、継続的な改善を行うにはプラント
を忠実に反映しかつ広範に見ることのできるモデルが必要
になります。このようなモデルの策定に役立つのがPRAな
のです。
　2つ目は、こうした取り組みにより、リスクという概念に対す
る理解が醸成されるということ。日本では、一般の人々は確

率論的に考えることにあまり慣れていないように思えます。
実際、広く社会の場で「リスクと便益のバランス」の話をして
も、すぐに理解を得ることは難しい。それは私も認めるところ
ですが、今後はリスクと便益のバランスを評価する重要性
について理解を得ていく必要があると考えます。

　はい。リスクという概念には、事故の起きたときの結果と事
故が起きる確率の両方が含まれます。また、「安全か安全で
ないか」と二項対立的に考えることは適切ではありません。
原子力に限らず、どのような場面でも「リスクがゼロ」というこ
とはあり得ないからです。例えば、私は飛行機で約10時間
をかけて来日します。航空機については規制当局も事業者
も安全運航に努めていますが、それでもリスクはゼロではな
い。しかし、私はメリットを考えて、そのリスクを受け入れてい
る―リスクと便益のバランスを考えて行動しているのです。
　原子力についても、リスクをしっかりと評価した上で、社会
を支える経済的な側面やエネルギーの安定確保といった便
益とを比較し、判断することが重要なのではないでしょうか。

　福島第一原子力発電所の事故後しばらくは、規制当局
はしっかり独立して取り組んでいる姿を社会に見せる必要
があったのだろうと思います。その間、産業界側との対話も
控えるといった空気を感じました。しかし現在、状況は変わ
りつつあると思います。基本的に、産業界との交流を断って
規制するのは現実的ではないし、そもそも不可能なことで
す。プラントを一番よく知っているのは産業界、すなわち事
業者です。継続的な安全性向上に向け、リスク情報の活用
を進めていくには、規制当局と産業界が十分に討議してい
くべきだと考えます。

規制当局との関係

安全性向上における日本特有の課題

安全文化について日米の違いを感じますか？

リスクという概念を理解・共有することが大事？

現在の日本の取り組みについて、
どうお考えですか？

企業トップとの対話（2016年4月に東北電力で行われた原田宏哉社長との対話
の模様、出典：電中研ホームページ）

4【国内編】

継続的な原子力の安全性向上に向けてどう取り組むべ
きか。総合資源エネルギー調査会原子力小委員会の自
主的安全性向上・技術・人材ワーキンググループの座長
として、政策的議論を主導されている山口彰東京大学大
学院教授にお話を伺いました。

　産業界が主体的に安全性向上のための自律的システム
を構築するには、当然、資金や人、さまざまな情報が必要に
なります。また、これを継続的に運用するには、事業の予見
性、併せて事業リスクの管理も必要です。
　予見性があるというのは、方針がころころ変わらないこと
を前提に、安心して設定したゴールを目指せるということ。ま
た、安全性向上を進める途上で何らかの問題が生じ、事業
が立ち行かなくなる事態を避けるためには、事業リスクの管
理が必要になります。
　つまり、制度を動かしていくときの深層防護的な考え方
—失敗の防止と失敗への対処—が重要で、予見性があれ

産業界の主体的な取り組みを支援するために
安全目標の策定と国の支援を

東京大学大学院工学系研究科 教授
東京大学工学系研究科原子力工学専攻博士課
程修了。1984年動力炉・核燃料開発事業団入社。
2005年から大阪大学大学院工学研究科環境・エネ
ルギー工学専攻教授を務め、15年より現職。専門分
野は、原子力工学、安全工学、リスク学。

P r o f i l e

Akira Yamaguchi

山口彰氏
東京大学大学院工学系研究科原子力専攻教授

［2017年3月28日掲載］

自律的システムの構築に向けて

原子力の安全性向上に向けて、
自律的なシステムをどう構築すべきでしょう？



ば、当初の狙い通りに進めることができます。また、外的要
因などの影響を受け環境の変化が生じた際も、リスク管理
がきちんとしていれば、影響を緩和し引き続きゴールを目指
せます。そのためにもここで重要なのは、自律的システムが
制度化、ルール化されていることです。
　自律的システムの構築に当たり、官民の役割分担につい
ていえば、予見性やリスク管理に関する制度化は国が工
夫するべきです。なぜなら、国と産業界の目指すゴールは決
して無関係ではないからです。目指すゴールを共有し、そ
れぞれが適切な制度設計を行うことが重要です。

　米国の原子力規制委員会（NRC）は、重視すべき
5項目を「良い規制の原則」として定めており、その中に

「Reliability」という項目があります。一般的には「信頼性」
と訳されますが、NRCの原則を読んでみると、「規制者は
明確な理由なしに過去の判断をくつがえし、変えてはならな
い。もし変えるなら、文書できちんと説明をしなければならな
い」とあります。私は、この「Reliability」を「首尾一貫性」と
訳し、「規制の判断がReliableである（信頼できる）のは、首
尾一貫性が保たれているからだ」と理解しています。
　NRCが原則に「Reliability」を入れた意味は、規制当局
が自らの判断に首尾一貫性を持たせることで、国民や事業
者から信頼され、結果として予見性を与えるということを示
したのではないかと考えます。規制判断の首尾一貫性は、
信頼と予見性を与える上で重要です。

　これまでの安全研究の1つの問題点は、全体のリーダー
シップが希薄だったことです。かつては、原子力安全委員

原子力発電のたゆまぬ安全性向上に向けて 2524

会が議論し年次計画を立てていましたが、予算も含め、そ
の計画を裏付ける仕組みができていませんでした。その
ため、各研究組織の安全研究は自主的に行う形に近くな
り、予算的な制約などもあって弱体化傾向となり、福島第
一原子力発電所の事故後も解消されていません。つまり、
着実に推進するには、「誰のために、何のためにやるのか」
という高位の目的を共有することが重要です。国際原子
力機関（IAEA）の基本安全原則にも、原子力規制委員会

（NRA）のホームページ（組織理念）にも書かれているのは
「人の防護と環境の保全」であり、この高位の目的からす
れば、今後そこを変えていく必要があります。
　ただ、その下に落とし込んでいくと、利益相反の問題が
あり、これがリーダーシップを発揮する上での障害となって
います。しかし、米仏では安全研究を規制機関と推進機関
が共同で実施しています。国民の利益に適うという共通の
目的の下に共同実施する意義を認め、その上で利益相反
のないようにルール化しています。データは一緒に取るけれ
ど、その解釈や決定をする場面ではまったく独立して研究
しているのです。
　対して日本では、NRAもルールを作り、利益相反がなけ
れば民間の研究機関と共同で実施できますが、利益相反
を避けることを一義的な目的に置いています。安全研究は
5年、10年と長期的に続けていく必要があり、また相応の投
資を継続するためにも、米仏のように「国民の利益」という
高位の目標を共有してスタートすることが非常に重要だと
考えます。

　原子力安全委員会による安全目標の中間取りまとめ
（2003年8月）では、安全目標はリスク管理者の安全確保
活動の深さと広さを定めるとされています。そのリスク管理
者は誰かというと、現状では事業者とNRAになります。結
論的にいえば、安全目標の策定は、高位の安全目的を共有
し、安全に関わる者が皆、安全目標を念頭に安全確保活
動ができるようになるという意味で非常に重要。早急に安全
目標を定め使うべきというのが私の認識です。
　中間取りまとめ後、現在まで安全目標は実用化されてい
ません。当時、確率論は国民には理解しにくいなどの意見
があったと聞いていますが、策定した安全目標がすぐに国
民に受け入れられるというのは妄想です。安全目標はいわ
ば「生き物」であり、時代や社会によって変化します。だから
こそ、中間とりまとめの最後に、「安全目標の策定及び適用
に至る各段階で、安全目標の目的や内容、適用法等につい
て、広く社会と対話を続けていくことが肝要である」と書い

てあるのでしょう。
　対話が必要なのは、単に国民に受け入れてもらうためで
はなく、安全目標を念頭に事業者の安全確保活動が機能
していることを国民に知ってもらうためです。事業者の自主
的な安全性向上の枠組みが機能し、ガバナンスも効いてい
ることを、実績とともに理解されることが重要。現状で私たち
が策定できる安全目標を国民に投げかけ、PDCAを回しな
がら徐々に進化させていく、そういったものではないかと思
います。
　産業界が自身で安全目標を定め、国との対話を通じて両
者が整合性のある目標を持つことは良いことです。安全目
標はその下に階層構造を持つというのがIAEAの議論も
含め世界的なコンセンサスですが、階層構造があるとすれ
ば、国が見る部分と事業者が見る部分は、必ずしも一致す
る必要はありません。ただ、双方が1つの階層構造の中で
つながっている必要はあります。その意味で、事業者が最
初のボールを投げるということは大切な取り組みであり、そ
れが今、原子力リスク研究センター（NRRC）のアポストラキ
ス所長がなさろうとしていることだと思います。国は少なくと
も、そのボールを受け止める義務があるでしょう。

　これまでも、さまざまなリスク評価手法の開発が進められ
てきましたが、不確かさの問題があり規制に使うことに慎重
でした。決定論的な手法でも不確かさは残りますが、保守
性を導入し深層防護を持ち込んだことで、「一定の不確か
さは残るものの、保守性があるから規制要件に適合する」
ということで納得してきました。
　しかし、米国のスリーマイル島原子力発電所（TMI）事
故や福島第一原子力発電所事故を受け、人的因子や外
的事象の発生頻度という点で、それまでの規制要件では
不十分であると分かったので、その教訓に学ぶ必要があり
ます。
　既に米国ではTMI事故後、「決定論的手法では払拭
できない不確かさの中に、重要なシナリオが残っている」と
考え、不確かさを量で表すリスク評価を使うようになってい
ます。リスク評価手法がどのような条件なら使えるかを検討
し、実際に使いながら継続的な安全性向上を図っているの
です。
　日本でも今後、リスク評価手法を使う方向性にあることを
評価します。産業界はもちろん、NRAにもリスク情報を規制
に活用する上で満たすべき要件は何かを検討していただ
き、ぜひ進めてほしいですね。

　キーポイントは、やはり防災の問題でしょう。事業者はプラ
ントの設計や事故時のシナリオなどを一番よく知っている
し、規制当局も事業者の活動をチェックし、新規制基準で
定めた安全水準がどの程度かを把握しています。しかし、
住民の状況や道路、必要な物資の貯蔵場所、病院や学
校、あるいは避難所がどこにあるかなど、地域の情報を一
番よく知っているのは地元の自治体です。
　合理的で役に立つ防災、実効的な防災をどう確立する
かは今後の重要な課題であり、事業者、規制者、そして地
元の自治体（役所）のいずれが欠けても良い防災はできま
せん。現実に即した防災計画には、3者の情報とノウハウが
必要です。これまでは、円滑とは言い難い面もあったので、
今後もっとコミュニケーションを図っていくことが大切だと考
えています。

　確かに、PIの導入は地域とのコミュニケーションに有
効でしょう。ただ、知っておきたいのは、米国では透明性

（Transparency）とトレーサビリティー（Traceability）が
確保されているということです。
　透明性とは、きちんとプロセスが見え、それを理解するた
めの情報も公開されていることで、トレーサビリティーとは、
判断した結果がしっかり検証できるようになっていること。こ
れが信頼につながるのです。従って、PIを導入するにして
も、まずは透明性とトレーサビリティーの本来の意味を踏ま
えたコミュニケーションのあり方について議論する必要があ
るでしょう。
　というのも、日本では公開という意識が強いせいか、資料
の開示が目的化してしまっているからです。例えば、すべて
を動画で公開すれば、透明性が保たれるのでしょうか？ そ
うではありません。それは、ただ映像を流しているだけのこと
で、透明性を持つという本来の意味から外れています。「地
域の方 に々いかに透明性を示せるか」がポイントです。
　PIの導入によって事業者のリスク管理を根付かせ、社会
からの信頼を得るためにも、ステークホルダーとの議論を深
め、成熟度を上げていくことが重要だと考えます。

最も高位のゴールとしての安全目標。
その策定は主として国の課題では？

予見性の意味するところを、もう少し詳しく
お願いします。

安全研究の推進と安全目標の策定

リスク情報活用の基盤形成を含め、
安全研究をどう進めるべきでしょう？

円滑なコミュニケーションのために

安全性向上に向けて、地元自治体と
良好な関係を作るには？

米国で導入されている、リスク情報の活用により
発電所の状態を評価する客観的な指標（PI：Performance 

Indicator）が地域とのコミュニケーションにも有効と
聞きますが、日本ではどうでしょう？

リスク情報の活用を進めるため、
NRAと産業界はどう取り組むべきでしょう？

独立性  （Independence）

効率性  （Efficiency）
公開性  （Openness）

明瞭性  （Clarity）
信頼性  （Reliability）

出典：NRCホームページ

■NRCの良い規制の原則
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1【海外編】

海外の事業者は福島第一原子力発電所事故にどう対応
したのか、A.R.ピエトランジェロ氏に寄稿していただきま
した。同氏は、事故を踏まえ全米の原子力施設の安全性
向上に尽力され、大きな功績を上げられました。なお、氏
は2017年1月13日、米国原子力エネルギー協会（NEI）上
級副理事長を退任されました。

　米国における原子力産業の指導原則は、発電所の安
全性の持続的改善です。福島第一原子力発電所の事故
を踏まえた米国の対応は、現在も有効なこの原則の一例と
いえるでしょう。事故後、米国の原子力産業界は福島事故
の厳格なレビューを実施し、得られた教訓をまとめました。
　次いで、原子力発電所を運転する事業者は、事故以
降、何十億ドルもの資金を投入し、原子炉の安全性をさら
に強化するために、さまざまな措置をとりました。すなわち、
米国の原子力施設が当初の設計で想定されていた自然
事象よりもはるかに過酷な事象に耐えられることを確認する
とともに、安全設備をアップグレードし、新しい設備と手順に
対応すべく発電所職員を訓練したのです。このプロセスは

〈寄稿〉 米国における福島第一原子力発電所
        事故以降の安全強化

前米国原子力エネルギー協会（NEI）
上級副理事長兼最高原子力責任者
原子力産業において、建設から許認可、運転まで、
あらゆる分野に30年以上の経験を持つ。1989年に
NEIの前身に入社。許認可管理、リスクインフォーム
ド規制イニシアティブ、運転実績に基づく規制、その
他包括的な技術問題や規制問題を担当。2006年
規制担当副理事長、09年上級副理事長兼最高原
子力責任者に就任。コロンビア大学で産業工学学
士号、ケラー経営大学院で経営管理修士号取得。

P r o f i l e

Anthony R. Pietrangelo

米国原子力産業界の迅速な対応

安全性の持続的改善という原則にのっとる

現在も継続しています。
　また、2011年の事故を踏まえ、原子力エネルギー協会

（NEI）は、米国電力研究所（EPRI）や原子力発電運転
協会（INPO）、電力会社幹部と共に、米国原子力産業界
の対応を調整するために「福島事故対策実行委員会」を
立ち上げました。これと並行して、米国原子力規制委員会

（NRC）は独自に福島事故の評価を実施し、福島事故で
のさまざまな事象から得た教訓をNRCの規則に反映させ
ました。さらに、こうした努力の一環として、NRCと福島事
故対策実行委員会は、2011年以降定期的に合同会合を
開催し、一般の人 も々このプロセスに関与できるようにして
います。

　事故発生から数週間の間に従来の安全対策が検証さ
れ、現在も安全強化策を実施中です。2012年には、NRCが
原子力産業界に対し、次の3つの指令を出しました。
●設計パラメーターを上回る事象が発生しても、原子炉と

使用済燃料プールの冷却と封じ込めの健全性を維持す
るなど、戦略的緩和措置を実施する

●信頼性の高い使用済み燃料プール計装を追加導入する
●Mark Ⅰ／Ⅱ型（福島第一原子力発電所で使用）と同じ

格納容器を使用した沸騰水型原子炉（BWR）の除熱と
圧力制御を行うために、簡単にアクセスできる強化ベント
を設置する

　NRCはまた、地震と浸水に対する安全、ならびにサイト内
の複数の原子炉が影響を受ける緊急事態に対処するた
め、必要な人員体制や通信システムに関する詳細な情報
を提供するよう事業者に要求しました。

　福島事故から得られた教訓に基づき、原子力産業界
は、完了したもの、まもなく完了するものも含め、次のことに取
り組んでいます。
●産業界、および産業界から独立したNRC検査官による

詳細な原子力発電所サイトの地震防護、浸水防護措置
の検証

●米国の原子炉の予備安全機能、緊急時対応機能をさら
に充実させるFLEX戦略の実施

※NRCはFLEXについて地震と浸水対策の評価、発電所の設計基準を上
回る事象に対し、産業界がどのように対処するか注目。現在も、産業
界のFLEXプログラムの実施状況を検査しているが、これまでのとこ
ろ、安全上重大な問題は見つかっていない。

●2つの全国規模のSAFER（Strategic Alliance for 

米国原子力産業界の具体的な取り組み

NRCが出した3つの指令

■福島第一原子力発電所事故後の米国・原子力発電所における安全性向上の取り組み概要図

A.R.ピエトランジェロ氏
前米国原子力エネルギー協会（NEI）上級副理事長
兼最高原子力責任者

［2017年2月13日掲載］

新たに国内2カ所に
対応（SAFER）センター
を設置



Event Response：緊急時事故対応）センターを新たに
設置し、24時間以内に緊急事態対応設備を米国内のど
この原子力発電所にも供給する輸送規定の整備

●緊急時対応能力を高めるため、従来の緊急時運転手順
の改定、および運転手順全体の一層の統合

●重大な事象が発生した場合に産業界の支援調整を図
る、EPRI、INPO、NEIなど複数の組織で構成される枠
組みの構築

●それぞれの発電所での地震や浸水問題の再評価と発
電所の安全への影響の評価

●使用済み燃料プールの監視に対する原子炉運転員の
モニタリング能力向上を目的とした、同プールへの新たな
計装の設置

●シビアアクシデントが発生した場合の、放射性物質放出リ
スク低減のための一部の原子炉設計への格納容器強
化ベントの導入と事故緩和手順の補強

●極端な事象が発生した場合の、職員体制と通信設備を
含む緊急時対応能力の強化

　これらの改善策を実現するために、米国の原子力産業
界は電力会社やメーカー、所有者グループ、燃料会社に協
力を求めました。また、産業界が規制プロセスの一端を引き
続き担うよう、連邦・州の規制機関の双方に協力を要請。さ
らに、さまざまな技術団体の助力を得て、必要とする情報が
すべての関係者に周知され、その情報が持つ意味合いを
理解できるようにしました。例えば、EPRIと米エネルギー省
の研究では、米国中部、東部の地震問題と原子炉に対す
る影響の特性分析を実施。また、米国地質調査所も、これ
らの研究に参加しています。

　福島事故以降の安全強化は、数十年にわたる米国の
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2【海外編】

地球環境の観点から原子力計画を着実に進めている英
国。その英国では、原子力規制庁（ONR）が新規建設から
廃止措置まで、規制を統括しています。2017年1月、日英
原子力産業フォーラム出席のために来日されたR.A.サベ
ジ氏とM.フィナーティ氏に、ONRの原子力の安全性向上

に向けた諸課題への取り組みについてお聞きしました。

　かつて英国では複数の組織が原子力規制を担っていま
したが、2014年、ONRが原子力規制を統括する、独立性
を強化した特殊法人として設立されました。設立に当たっ
ては、政府や業界からの影響を受けることなく規制に関す
る意思決定ができる点が重視され、それは英国のエネル
ギー法（Energy Act）の中にも設立意図と共に示されて
います。
　独立性を確保したことで、原子力施設や放射性物質輸
送に関する安全性とセキュリティー、原子力施設における
安全と衛生についても統括的にみることができ、より効率的
な規制活動が可能となりました。

信頼される規制には、独立性の確保と
ステークホルダーとの対話が重要

英国原子力規制庁（ONR）主任検査官
バーミンガム大学理工学部で学士号・博士号を取得
した後、英国原子力公社に入社し、民生用原子力
事業を担当。以降、民間企業や国防省など、30年近
く英国の原子力業界に携わっている。2014年英国
原子力規制庁（ONR）副主任検査官に就任、16年
より現職。

英国原子力規制庁（ONR）副主任検査官
兼事業本部長
原子力発電所新設に関連する規制の近代化・最適
化を目指した戦略的な取り組みを指揮する。同庁に
13年間在籍し、輸送、一般衛生や安全・危機対策に
おいて、分野横断的な貢献を果した。

P r o f i l e

Richard A. Savage

Mike Finnerty

原子力規制庁（ONR）の活動方針と取り組み

2014年に正式発足したONRの
活動方針と人員体制とは？

R.A.サベジ氏
英国原子力規制庁（ONR）主任検査官

［2017年2月27日掲載］

原子力発電の果たす役割

地元・州・国全体の経済に貢献

米国・メンフィスにある「SAFER（緊急時事故対応）センター」内部

原子炉運転向上に対する努力の延長線上にあり、その
成果は安全系統の運転実績に明確に表れています。主
要産業指標によると、2015年には予備安全系統の利用
可能時間率98％という目標を達成。これは、過去最高記
録です。
　産業界は、こうした発電所の信頼性と安全性に関する
情報をすべての関係者に提供するとともに、米国の原子力
施設が地元や州、国全体の経済に貢献していると伝えるこ
とに注力しています。トランプ新政権発足後も、米国の原子
力施設 1カ所当たり400〜700人の常勤雇用を生み出し、
賃金面でも地元の平均給与より36％優遇されていると発
表。また、政策担当者へは、原子力施設が必要資材やサー
ビスを購入することで年間4億7,000万ドルの収益を地元に
もたらすだけでなく、雇用賃金の形で地元経済に4,000万ド
ルの貢献をしていると指摘しました。
　このような経済的な貢献があるにもかかわらず、米国の
発電所運転企業の中には、電力市場の事情から、認可さ
れた運転期限を待たずに発電所の早期閉鎖を決定した
企業もあります。例えば、エンタジー社は1月、ニューヨーク
州・インディアンポイント発電所の原子炉2基を2020年と21年
にそれぞれ閉鎖することを決定しました。
　厳しい状況の中でも、原子力産業界は、安定的に電力
を供給し、経済的で、温室効果ガスを排出しない原子力の
便益を反映した政策の実現に向けて働き掛けを続けてい
ます。昨年、ニューヨーク州の規制当局は、炭素を排出せ
ずに発電する原子力発電所の重要性を踏まえ、州内での
原子炉の運転継続を支援するクリーンエネルギー基準を
承認しました。その他、ペンシルベニアやオハイオ、コネティ
カット、ニュージャージーなど他の州でも同様の検討が行わ
れています。

　福島事故後、米国の原子力産業界は、原子力安全をさ
らに向上させるため、何十億ドルもの資金を新たに投入し、
発電所職員による検査の実施や設備のアップグレード、新
規設備の設置を行うとともに、新しい緊急時対応手順の訓
練に何千時間もの作業時間を投じてきました。
　こうした努力は、国内外の協力の賜物であり、安全かつ
クリーンで信頼できる原子力を世界中に供給するという従
来からの公約の象徴でもあります。私たちは、トランプ政権
や政治家たちとの絶え間ない対話とともに、原子力が高賃
金での雇用を創出し、将来の繁栄に不可欠な信頼性の高
い、低炭素電力をもたらすという産業界のメッセージを届
け続けています。
※本稿は2017年1月20日付けでNEIより受領。

信頼できる原子力を世界中に供給するために



　さらに、原子力開発計画の進捗に応じて柔軟な対応が
できるので、有能な人材も確保しやすくなっています。現在、
350名の検査官がいますが、原子力開発計画の拡大が見
込まれることから、今後3〜5年以内に400名を超える検査
官が必要になるでしょう。人材の確保は規制行政の展開に
とって重要な課題です。

　

　まず、規制における2つの原則について説明します。
　1つは、英国では原子力に限らず、施設などの安全
に責任を持つ事業者（Duty holder）は「合理的に実
施可能な限りリスクを低減する（as low as reasonably 
practicable）」こととしています。原子力については特にこ
の考え方が重要です。つまり、ONRが事業者にやり方を指
示するのではなく、「安全を担保しながら活動している」こと
を示すのはあくまで事業者側ということです。
　もう1つは、事業者には10年に1回、定期的な安全レビュー

（PSR）が求められること。これによって、事業者が最善の
安全活動を行っているか、また最新の技術水準に適合して
いるかを確認することができます。
　この2つを原則とした上で、福島の事故を受け、ONRは、
国際協力による知見の反映も含め、非常に大掛かりで真摯
な取り組みを実施し、それは現在も継続しています。

　福島事故後の2011年9月に出された、政府の最終的な
報告書に38件の勧告が盛り込まれました。その中で規制
に関連した勧告を詳細に評価した結果、ONRの体制は非
常にしっかりしていることが確認されました。
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　一方、安全評価については、設計基準事故やシビアアク
シデントの解析などに対する強化が必要とされ、2014年11
月に安全原則を改定。また、原子力施設のセキュリティー
に関する安全原則も2017年3月末までに改定される予定
です。
　核燃料サイクルの関連施設については、「レガシーポン
ド」と呼ばれるセラフィールドにある使用済み燃料貯蔵プ
ールや中レベル放射性廃棄物貯蔵サイロが老朽化して
いるため、安全面での改善が必要であると認識されてい
ます。これらに対しても、合理的に実施可能な限りの対応
を行えるよう、修復を加速化するための基準改定を行って
いるところです。
　これまでに政府および産業界に出された勧告の80％以
上が達成されており、特に重要な項目は網羅されていると
認識しています。さらに、原子力発電所の追加的な安全対
策なども実施されていますが、一番大切なことは、これらの
対策に慢心しないこと。セラフィールドの施設への対応や新
規建設に当たっての規制活動にも、そうした姿勢で臨んで
います。

　政府からゴーサインが出た「新規建設」をはじめ、「既存
の運転中の原子力施設および国防に関わる施設」「廃止
措置」「セキュリティー」という4分野の事業に取り組むため、
2016年、ONRは陣容を一新しました。
　この中で特に優先順位が高いのが、新規建設とセラフィ
ールドのリスク低減。同時に、改良型ガス冷却炉（AGR）な
ど高経年炉の廃止措置への対応も進めています。（放射
性廃棄物の）地層処分施設の建設許認可については、今
後の重要な課題となるでしょう。
　この他、関連する最新技術やイノベーションに目配り
しつつ、英国の倫理規定に基づく法令を遵守している
企業には、その成長を促す立場での規制（Enabling 

Regulation）に取り組んでいます。Enabling Regulationに
ついては、規制を受ける企業などの行動規範に着目し、規
制対象のレベルに応じた適切な規制が必要であると考え
ています。
　特にマグノックス炉については、廃止措置完了後、適切
な規制のあり方を検討しなければならないため、ONR以
外の組織による規制を含めた対応を考えることにしていま
す。また、14基あるAGRは運転期間の終盤に差し掛かっ
ていますが、運転延長を求めるところがあれば、支援して
いきます。
　一方で、小型モジュール炉（SMR）の開発も進んでいま
す。技術的な課題はあるものの、イノベーションへの挑戦を
理解し、新しい技術に対して正しい規制を進めることが求
められています。特定の技術に偏ることなく、設計や技術に
中立的に規制することがイノベーションを育てることにつな
がると考えています。

　つい先日、政府から中国の華龍1号（HPR1000）の包括
的設計審査（GDA）について依頼がありました。GDAは4
段階からなり、第一段階が非常に重要で、いわば土台の部
分に当たります。申請者に評価を受ける条件が整っている
か、その企業が要求される英国の規制事項をきちんと理解
しているか確認する必要があります。
　特定の設計についての審査は、ONRに専任チームを設
け、例えば、日本で設計を行う技術者とは何度も互いの国
を行き来して会合を開いています。そうしたやり取りを通し
て、ONR側は設計について、日本側は英国が期待している
内容や問題点について理解を深めることができます。従っ
て、ONRの専任チーム要員には非常に高い能力が求めら
れるのです。
　なお、GDAは一般的な設計に関する審査なので、プロセ
スとしては、サイト固有の適性評価を経て許認可が与えら
れることになります。
　またONRは、他国での新規建設に関する教訓や問題点
などの情報を共有する「多国間設計プログラム（MDEP）」
に参加しています。ONRが海外事業者の能力などを評価
する際は、このMDEPからも有益な知見を得ています。

　そうですね。例えば、廃止措置中の原子力施設では、段
階的にリスクを下げながらプロセスを進行できるよう、規制を
実施しています。つまり、最終的な形と全体像を見据えて、
さまざまなオプションの中から最適な答えを見つけ出すの
です。一番大事なのは、すべてのステークホルダーが参加
して議論すること。その中であらゆるオプションを洗い出し、
包括的な視点に立った上で総合的に最もベネフィットのあ
る策を選ぶことですね。
　一般の方々がどう受け止めるか、ここが一番のポイントで
しょう。これについては、オープンで透明性があることが重
要です。ONRが下した決断や規制の内容は、事業評価報
告書という形で公表されます。透明性を確保することで、一
般の方々から尊敬や信頼を得ることができます。
　またONRでは、立地サイトごとに、その地域のステークホ
ルダーグループと定期的な会合を開き、地域特有の問題に
ついても議論しています。より戦略的な形では、全国規模で
活動しているNGOとも少なくとも年に1回、あるいはそれ以
上のペースで対話の場を設けています。より効果的なアプ
ローチを行うため、地域と全国の両方で継続的な努力を続
けているのです。

　規制する立場からいえば、意思決定で独立性を保つこ
とが一番大事です。この独立性とは、他から切り離され孤
立していることではありません。事業者や一般の方 と々いっ
たステークホルダーにきちんと関わることが大切。自分たち
の活動内容や判断をオープンにし、透明性を持って示して
いけば、信頼と尊敬を得ることができるでしょう。
　さらに、ステークホルダーが建設的に話し合い、解決すべ
き課題の優先順位について合意を得ること、そしてお互い
を信頼した上で、「こういう結果となるよう取り組もう」という
目的を持ち、それに対して各自が活動していくことが大事だ
と思います。
※インタビューは、2017年1月18日に行われました。

英国の民生用原子力事業の安全規制を担当する独

立した特殊法人。英国の原子力規制は半世紀以上、

保健安全執行部（HSE）の原子力施設検査官室（NII）

が担ってきた。2011年2月に当時のエネルギー・気

候変動省（DECC）が、新しく独立した原子力規制機

関となる原子力規制庁（ONR）の設立を公表し、ONR

は、2011年4月に法令に基づかない暫定的な組織と

して始動。その後、移行期間を経て、2014年に独立

した特殊法人として正式に設立された。

■英国原子力規制庁（ONR）

福島事故発生当時、暫定的に始動していた
ONRはどう対応されましたか？

具体的にはどのような取り組みですか？

2020年までの新たな戦略計画を策定した
ONRが目指す方向性と目標とは？

インタビューに答えるサベジONR主任検査官（右）、
フィナーティ副主任検査官

英国への海外事業者の参入

日本や中国など海外から軽水炉の導入が
進んでいますが、特に配慮されている点は？

日本の原子力産業界など関係者へのメッセージ

規制当局とステークホルダーの関係

福島第一原子力発電所では汚染水対策が
課題となっています。
英国ではトリチウムを含む水の放出を行って
いますが、住民にどう説明しているのですか？
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福島第一原子力発電所事故から約6年、国際社会は事
故の教訓として何を学び、どのような対策を取ってきた
のか。当時、米国原子力規制委員会（NRC）委員として福
島事故を受けての対応に尽力され、現在、OECD/NEAの
事務局長として各国の安全対策向上に深く関わっておら
れるマグウッド氏に寄稿していただきました。

　2011年3月11日に発生した大震災後の原子力安全に関
わってきた私たちにとって、あの惨事からもう6年が経過した
とは信じられないときがあります。あの日の朝、東北地方で
起きた地震と津波のニュースを聞いたのが、それほど昔の
ことではないように思えるのです。NRCのオフィスに駆け付
けたとき、私の思いは甚大な自然災害を受けて苦しんでい
る人 に々ありました。
　当初、日本にいる多くの友人と連絡を取り安否を確認す
るのは難しかったのですが、その後、ようやく連絡がついて
分かったのは、震源地からかなり遠い茨城県沿岸でも電力
や水、通信インフラ設備が大被害を受けていたこと。まさに、
信じられない規模の災害でした。

〈寄稿〉 3.11以降の原子力安全改善策

経済協力開発機構／原子力機関（OECD/NEA）
事務局長
カーネギーメロン大学で物理学取得。1998～2005
年米国エネルギー省（DOE）原子力局長。05～10
年エネルギーや環境などに関する政策課題の国際
的なアドバイザー、およびさまざまな諮問グループで
活躍。10～14年米国原子力規制委員会（NRC）委
員。14年より現職。

P r o f i l e

William D. Magwood, IV

忘れ得ぬその日、2011年3月11日

NRC委員の一人として受けた第一報

　NRCは、米国西海岸に津波の影響が及ぶ可能性を懸
念し、災害対策センターを立ち上げ、状況を注意深く監視
し始めました。まもなく、米国の原子力施設には影響を及ぼ
さないことが明らかになりましたが、日本の原子力発電所に
関する情報が届き始めると、私たちはその中の1つ福島第
一原子力発電所にくぎ付けになりました。
　その日以来、福島第一原子力発電所での出来事は、
NRCと原子力安全に関わる世界のすべての人にとって研
究と関心の中心となったのです。米国ではまず、トモダチ作
戦など危機に瀕している日本を援助する取り組みに注意が
向けられました。NRCは、日本の関係当局に助言を行い、
援助活動を調整するため11人の専門家を日本に派遣しま
した。

　その後、数カ月にわたり、世界各国の原子力規制当局
は、原子力発電所にとっての3.11事故の意味を評価すると
いう、複雑で、時には政治色を帯びた課題に直面しました。
私が現在事務局長を務めるOECD/NEAでは、加盟各国
の主要な規制担当者が一堂に会し、学んだ教訓について
意見を交わし、研究成果を共同報告しました。規制担当者
が達した重要な結論は、以下の通りです。
　「加盟各国は、稼働中の原子炉に関する重点的な安全
レビューを実施し、運転を継続しても安全であると判断し
た。外部事象とシビアアクシデントへの対応改善に役立つ
追加の安全強化策が明らかにされ、現在、加盟各国で実
施されている」（「福島第一原子力発電所事故：OECD/
NEA原子力安全の対応と教訓」2013年より）
　これは非常に重要な声明であり、福島第一原子力発電
所の教訓に関する私の考えを完全に反映しています。その
考えとは、「当時も、そして現在も引き続き、適切な規制を受
けた原子力発電所は安全であるが、3.11事故は原子力発
電所が予想外の苛酷な自然災害に対処できるよう、もっとし
っかり準備する必要があることを示した」ということです。
　私は、米国でNRCの委員として、他の委員やNRCスタッ
フと協力して福島第一原子力発電所の教訓に対する対
応策を策定しました。「レジリエンス（回復力）」を強化する
新たな対策が要件に追加され、対処時間、すなわち「発電
所内外の電源が失われた場合、発電所が炉心の健全性
を確保しなければならない時間」に関する戦略が修正され
ました。
　一方、これと並行して私たちは、運転中のMark I型BWR

（福島第一原子力発電所で損傷した原子炉と同じ設計）
の建設認可更新を行い、新世代の原子力発電所の建設
を許可したのです。

　2014年、OECD/NEAの事務局長に着任後、世界中の
原子力発電所を視察して分かったのは、3.11事故を受けて
米国でとられた措置の多くは、他の多くの国でとられた措置
と非常に似ているということでした。学んだ教訓、そして教
訓への対応策がこのように共通しているのは、当時も今も
極めて印象深いことです。これは、世界各国の原子力運転
事業者と規制当局が、安全性を改善する最も効果的なア
プローチを共有した“国際協力の成功例”を明確に示して
いるといえるでしょう。

　OECD/NEAは2016年に、3.11事故から5年を振り返る
一環として、規制当局の指導者ならびに加盟31カ国の他
の専門家と協力し、新しい報告書「福島第一原子力発電
所事故後5年：原子力安全の改善と教訓」を作成しました。
この報告書では、世界各国の原子力発電所の視察を通じ
て私が見てきたこと、すなわち「国際社会は学んだ教訓を
理解しており、安全性を改善するために実質的で有効な措
置を取っている」ことを詳細に記述しています。報告書では
特に、既設発電所でとられている安全性向上のための最も
重要な措置として、以下の項目を挙げています。
●外部ハザードの再評価
　運転事業者や規制当局が何年も前から理解している安

全の重要な側面で、福島第一原子力発電所での経験
により、この側面が強化された。発電所が洪水や嵐、地
震活動、その他の自然事象により直面する可能性があ
る潜在的ハザードを理解するため、最新の技術と最善
の科学の活用が重要である。

●洪水防止対策の強化
　冠水から重要なシステムを守ることは、取り組むべき重要

項目である。3.11の事象によってリスクが強調された側面
はあるが、発電所冠水の潜在的原因が広範囲であるこ
とや洪水の予測・管理と関連する複雑さにより、この項目
は規制当局にとって優先度の高い課題となっている。

●炉心および使用済み燃料プールを冷却する冗長・可動
システムの設置

　他のすべてのシステムが故障した際に冷却水を供給す
る系統の設置は、福島第一原子力発電所事故後の顕
著な変化である。こうした系統により、深層防護の層がさ
らに追加され、不測事態発生時の発電所の回復力が
強化される。なお、一部の「第3世代＋」設計の原子炉
は、組み込み式の受動的緊急冷却機能を備えており、こ

W.D.マグウッド氏
経済協力開発機構／原子力機関（OECD/NEA）
事務局長

［2017年3月15日掲載］

OECD/NEAの新しい報告書「福島第一原子力
発電所事故後5年：原子力安全の改善と教訓」

世界が学んだ福島の教訓

共通した世界各国での対応策



処するよう指導。その多くが、他の国々の要件よりさらに厳し
い要件となっています。
　産業界は最善の注意を払い、発電所サイト再建のため
の包括的なプロジェクトを通じ、新たな要件に従うことで、考
え得るあらゆるシナリオに対応すべく取り組んでいます。今
や、世界各国の専門家は日本の発電所を訪ね、地震ハザ
ードや冠水リスク、その他の起こり得る事象に取り組む各発
電所の作業について学んでいます。私自身、日本の数カ所
の発電所を訪問した際、多様な改善策が導入されているこ
とにしばしば驚かされました。

　日本をはじめ各国の発電所では、発電所や設備、手順に
おいて著しく改善されていますが、対応の難しい問題が1
つ残っています。それが人的要素です。
　この点について、OECD/NEAは、2013年の報告書で次
のように指摘しました。
　「福島第一原子力発電所の事故により、人・組織・文化の
面で対処すべき重要な課題が明らかになった。そのような
課題には、規制当局の独立性や技術的能力、透明性の確
保が含まれる」
　原子力安全における人的側面への取り組みは、世界各
国で引き続き課題となっています。原子力運転事業者と原
子力安全規制当局の双方において優れた安全文化を確
保することは、OECD/NEAで優先順位が非常に高い業
務です。
　そして、3.11から5年後に発表したOECD/NEAの2016
年報告書では、以下のように述べています。
　「人的・組織的要因、および安全文化は、設計・建設・運
転から潜在的事象または事故への対応に至るまで、原子
力安全のすべての側面にとって不可欠である。これらは、
認可取得者と規制機関の双方が、福島第一原子力発電
所事故後の評価で取り組むべき重要な問題であると特定
した。人的要素は、深層防護概念のすべてのレベルにかな
りの影響を及ぼしている」
　この概念は安全の最先端に位置付けられており、
OECD/NEAはこれに重点的に取り組む新部門を設置し
ました。なぜなら、福島第一原子力発電所の教訓を本当の
意味で学ぶには、このことを避けて通れないからです。
　ハザードの評価、回復力の強化、そして安全の人的側
面への対処―。全世界で原子力安全に関わっている私た
ち全員には、福島県およびすべての国の住民に対して、力
を合わせて原子力技術の安全な使用法を学び、変更し、引
き続き改善していく義務があります。
※本稿は、2017年2月22日にOECD/NEAより受領。

うした追加対策が必要でないことがある。
●電源の頑健性強化
　上記の冷却系統と同様に、さらなる電源の層が世界各

国の発電所で追加導入されている。
●シビアアクシデント管理の訓練・手順の改善
　3.11以降、規制当局者の最も重要な議論の1つに、設計

基準外事象に対して運転事業者にどの程度対応させる
かがある。100万年に一度の事象に対処するため訓練
に何時間も費やせば、運転事業者が頻繁に取るべき従
来型の措置に関する訓練時間が取れなくなる。しかし、
大半の規制当局者および運転事業者が出した結論は、
福島第一原子力発電所からの重要な教訓は、もっと訓
練が必要であり、シビアアクシデントに取り組む手順を改
良・強化しなければならないことであった。

●フィルター付きベントおよびフィルタリング戦略
　規制当局は、他のすべてのシステムが故障し、発電所の

炉心が損傷した場合に取られる可能性がある措置につ
いても検討している。損傷した発電所からの放射性物
質放出を抑制する何らかの能力を保証することは、重要
な検討事項である。日本など一部の国は現在、環境に放
出される前にベント排出ガスから大半の放射性物質を取
り除くスクラバの設置を義務付けている。放射性物質放
出を抑制するため内部スプレーの使用を義務付けてい
る国もある。

　私は、3.11事故以降の数年間に20回以上日本を訪れ、
福島第一原子力発電所や再稼働を準備している他の発
電所を視察しました。福島第一原子力発電所は、今後何
年にもわたり困難な作業を続けなければなりませんが、リス
ク減少とサイト状況のさらなる安定に向けて目覚ましい進歩
を遂げています。何回か訪問する中で、原子力危機の真っ
ただ中から技術的に困難な浄化プロジェクトへと向かう当
サイトの転身は、非常にドラマチックであると感じています。
　日本の規制当局である原子力規制委員会（NRA）は、
実現が非常に難しい任務を与えられました。つまり、原子力
災害直後に原子力安全規制を即座に修正し、規制当局へ
の十分な信頼を取り戻すことで、日本の発電所が再稼働で
きるようにと指示されたのです。これは確かに実現困難な
任務ですが、今やその大部分が遂行されています。NRA
は非常に高い基準を設定し、日本の原子力運転事業者に
対して、規制当局が提案したすべての強化策に十分に対

原子力発電のたゆまぬ安全性向上に向けて 3534

残る課題は対応の難しい人的要素

日本の現場を訪れて

困難な任務を遂行する原子力規制委員会（NRA）

安全文化
国際原子力機関（IAEA）の文書では、「原子力施設の安全性の問題
が、全てに優先するものとして、その重要性にふさわしい注意が払われる
こと」が実現されている組織・個人における姿勢・ありようを集約したもの、
と定義している。

安全目標
定性的目標と、その具体的水準を示す定量的目標で構成され、それぞ
れについて、原子力安全委員会の審議では、以下のように提案されて
いる。
1）定性的目標案
　原子力利用活動に伴って放射線の放射や放射性物質の放散によ
　り公衆の健康被害が発生する可能性は、公衆の日常生活に伴う健
　康リスクを有意には増加させない水準に抑制されるべきである。
2）定量的目標案
　原子力施設の事故に起因する放射線被ばくによる、施設の敷地境
　界付近の公衆の個人の平均急性死亡リスクは、年当たり100万分
　の1程度を超えないように抑制されるべきである。また、原子力施
　設の事故に起因する放射線被ばくによって生じ得るがんによる、
　施設からある範囲の距離にある公衆の個人の平均死亡リスクは、
　年当たり100万分の1程度を超えないように抑制されるべきである。

事故シーケンス
起因事象の発生に加えて、事象の拡大を防止したり、影響を緩和するた
めの設備の機能喪失または操作の失敗によって炉心損傷、格納容器機
能喪失、あるいは放射性物質の放出に至る組み合わせをいう。

シビアアクシデント
設計時の想定を上回る大事故。過酷事故とも呼ばれ、原子炉施設にお
いて大地震、大津波、航空機墜落、テロリズムなどによって、設計時に考
慮した範囲を超える異常事態が発生し、あらかじめ準備した手段では適
切に炉心冷却・核反応制御ができない状態に陥り、炉心溶融、原子炉格
納容器の破損、放射性物質の施設外への放出・拡散に至ることをいう。

深層防護
放射線または有害物質の放出事故を防止し緩和するように原子力施
設を設計し、運転するためのアプローチ。要点は、潜在的な人的過誤お
よび機械的故障を補うため、複数の独立した多重の防護層をつくり、単
一の層がいかに強固であっても、単一の層だけに依存しないようにする
ことである。IAEA基準での深層防護レベルは、次の5層で構成されて
いる。
・レベル1：異常運転や故障の防止
・レベル2：異常運転の制御および故障の検知
・レベル3：設計基準内への事故の制御
・レベル4：事故の進展防止およびシビアアクシデントの影響緩和を
　　　　　含む過酷なプラント状態の制御
・レベル5：放射性物質の大規模な放出による放射線影響の緩和

設計基準事故
原子力施設の設計および建設において想定する事故。この事故が起き
たときに公衆の健康と安全を確保するために必要な系統、構築物および
機器の機能を喪失することなく施設が耐えるように設計および建設しな
ければならない。

バックフィット
既に運転している原子力施設にも最新基準への適合を義務付ける制
度。現在、原子力規制委員会で進められている新規制基準への適合性
審査もこれに相当する。

本冊子の内容をご理解いただくために、誌面に登場した専門的な用語の一部についてご説明します。

【用語集】

ピアレビュー
専門家が発電所やメーカーなどを訪問し、その専門的立場から事業所
の安全性（原子力安全、放射線安全、労働安全など）と信頼性の確保に
関わるパフォーマンスをレビュー（評価）することにより、事業所の安全性
と信頼性を向上させることを目指すもの。 

マグノックス炉
1950～60年代に開発された炭酸ガス冷却炉（GCR）で、出力は6万～50
万kW級。英国内で初期に導入されたGCRは老朽化が進み閉鎖されて
いる。

リスク情報活用
事業者の保安活動や規制機関の規制活動において、安全への影響度
などを考慮してより良い活動となるよう、リスク情報を活用すること。

レジリエンス
外乱やシステム内部の変動がシステム全体の機能に与える影響を吸収
し、状態を平常に保つシステムの能力、あるいは想定を超えるような外乱
が加わった場合であっても機能を大きく損なわない、損なったとしても早
期に機能できるシステムの能力。

FLEX戦略
米国の原子力産業界が福島事故を教訓に講じた多様性かつ融通性を
有する影響緩和策で、プラントの設計基準を超えた想定外の極度のシナ
リオを緩和するため、重要な安全機能を維持することに注力しポンプや
発電機などの設備を増加する措置。陸路だけでなく飛行機などによる空
路により、24時間以内に米国内のどの原子力発電所へも必要な機器を
輸送できるSAFER（集中配備拠点）を、南東部のテネシー州メンフィスと
西部のアリゾナ州フェニックスの2カ所に設けている。発電所と同じ災害
による影響を受けることがないよう、SAFERは発電所から25マイル以上
距離を置くこととしている。可搬型発電機や高圧ポンプなどのFLEX機
器は、各SAFERに5セットずつ配備されている。

PI（Performance Indicator）
各保安活動分野における事業者の保安活動の結果を定量的に表す指
標で、IAEAの文書においては70の指標が示されている。計画外停止
の数もその一例。

PRA（Probabilistic Risk Assessment）
確率論的リスク評価。施設を構成する機器・系統などを対象として、発生
する可能性がある事象（事故・故障）を網羅的・系統的に分析・評価し、
事故シーケンスを網羅的に摘出し、それぞれの発生頻度と、万一それら
が発生した場合の被害の大きさとを定量的に評価する方法をいう。原子
力発電所のPRAを行うことにより、原子力発電所の設計および運転の長
所と短所に関する知見が得られ、予想される結果、感度、重要となる範
囲、システムの相互作用および不確かさの範囲を理解し、リスク上重要な
シナリオを特定することが可能となる。

ROP（Reactor Oversight Process）
原子炉監督プロセス。安全上重要な保安活動に焦点を当てて、検査で
確認された事項およびPIにより、原子炉施設の安全に対するパフォーマ
ンスで評価する。米国において、NRCは、原子力発電所のパフォーマン
ス評価のために実施してきた複数の従来のプログラムを統合し、パフォー
マンスの指標（PI）および検査の知見から規制対応を判断する包括的
な原子力発電所の監督プロセスとなるROPを2000年4月から開始した。


